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陳情の審査結果について (通 知 )

平成 26年 11月 14日 付けをもつて提出された次の陳情は、平成 26

年 12月 5日 、本会議において採択 と決定 したので通知 します。

なお、別添意見書を関係行政官庁に提出 しま したので、申し添えます。

記

件  名  ウイル ス性肝炎患者 に対す る医療費助成 の拡 充 を 日本政府 に

求める意 見書 の提 出を求 める陳情書
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ウィルス性肝炎患者に対する医療費助成の拡充等を求
める意見書

わが国にはB型肝炎や C型肝炎の感染者及び患者が 350万 人以上と推

定されている。その大半は、集団予防接種や治療
時の注射針等の使いまわ

しや輸血、血液製剤の投与などの医療行為による感染
が原因とされている。

こぅしたことを踏まえ、平成 22年 1月 、感染被害の拡大を招いた国
の責

任 と肝炎患者を救済するため
「肝炎対策基本法」が施行され、肝炎対策が

実施されている。

しかしながら、国が実施している医療費助成は、対象 とな
る治療法が限

定されているため、医療費助成の対象から外れて
いる患者が相当数にのぼ

っている。特に、ウイルス性肝硬変・肝がん患者は高額
の医療費を負担せ

ざるを得ない状況にあり、就労不能の患者も多く生活
に困難をきたしてい

る。

また、肝硬変を中心とする肝疾患も身体障害者福祉法
上の障害認定 (障

害者手帳)の対象 とされているが、認定基準が極めて厳 しく、
亡くなる直

前でなければ認定されないといつた実態が報告され
ている。このことは、

ウィルス性肝炎患者に対する生活支援
の実効性を発揮していないため、認

定基準の緩和及び見直しが必要である。

よって、国においては次の事項について、速やかに実現さ
れるよう要望

する。

1 ウィルス性肝硬変・肝がんに係る医療費助成制度を創設すること。

2 身体障害者福祉法上の肝疾患に係る障害認定の基準を緩和し、患者
の

実態に応じた障害者認定制度にすること。

以上、地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。
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